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第１次中期運動目標（2018年度～2020 年度） 

テーマ「人口減少下の新たな生産性運動の基盤整備」 

 
日本生産性本部設立当時に匹敵する決意のもと、労使の信頼と協力を基盤に生産性をめぐ

る諸課題に取り組み、わが国経済社会の立て直しをはかる。このミッションを実現すべく、

今後３年間を「人口減少下の新たな生産性運動の基盤整備」に向けた集中期間とし、以下に

掲げる５つの柱のもと、運動を再起動する。 
 
 

（１）生産性のハブ・プラットフォームとしての組織体制の構築 

①生産性に関わる人的ネットワークや研究体制を充実強化し、その成果を生かし政策 
提言活動、実践活動を展開。 

  ②生産性をめぐる諸課題の研究・政策提言を目的とする「生産性常任委員会」の設置と、 
「本部発足６５周年大会」にむけた「第１回生産性白書」の編集・刊行。 

  ③各業種や業態ごとの生産性をめぐる諸課題について知恵、情報、経験を共有する「生

産性プラットフォーム」を立ち上げ、マクロとミクロの両軸で生産性改革を推進。 
 

（２）社会経済システム改革に向けた合意形成活動の展開 

  ①「社会ビジョン委員会」を設置し、雇用、人材、地方創生、社会保障システムの一体

的改革等に関する政策提言活動を強化し、新たな合意形成に向けた国民運動を展開。 
  ②多様な人材が活躍できる社会の実現に向け、ダイバーシティの推進や労使関係の健全

な発展等を通じ、働き方改革の推進とその国民的合意形成活動を展開。 
  ③基幹業務システムの提供等により、医療福祉ならびに社会保険分野を中心とした 

公的セクター等の生産性向上を支援。 
 

（３）日本の人材戦略の再構築と中核人材の育成 

  ①「イノベーション会議」を設置し、優れたベンチャー企業経営者を発掘するととも 
に、その活動の環境整備を促進。 

②グローバル時代に通用し組織の経営革新を実践するリーダーや中核人材を育成支援。 
  ③「日本アカデメイア」の活動を通じ、日本の将来を担う政治リーダーや各界中核層、

次代を担う大学生の育成を支援。 

1



2 
 

（４）付加価値増大を軸とした生産性改革と「成長と分配の好循環」の創出 

①「サービス産業生産性協議会」を通じ、高い成長余力を持つサービス産業の生産性 
 向上にむけた活動を展開。 

  ②中小・サービス産業等の生産性向上にむけた経営コンサルティング、および地方創生 
や地域経営を支える人づくりの実践。 

  ③顧客の視点から経営全体を見直し、自己革新を通じて新しい価値の創出を促す経営 
品質活動を推進。 
 

（５）国際連携体制の構築 

  ①生産性を軸とした欧米経営リーダーとの対話から着手し、欧米やアジア諸国との 
国際会議をはじめとした交流活動、研究活動の連携体制を段階的に構築。 

  ②「日本アカデメイア」を舞台に新たに立ち上げる「軽井沢会議」を軸に、日米欧の 
知識人が集まり、討議し、グローバルアジェンダを発信する知的提言機関を整備。 

  ③日本的管理技術の技術移転等をはじめとする人的・知的交流の推進を通じ、アジア・ 
アフリカ地域の生産性向上を支援。 
 

 
 ２０１８年４月１日 
（２０１８年３月２２日定時理事会決議） 
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２０１８年度運動目標 
テーマ「生産性改革元年への決意と生産性運動の再起動」

第１次中期運動目標（「人口減少下の新たな生産性運動の基盤整備」）の初年度にあたる本

年度を生産性改革元年と位置づけ、以下の５つの柱を重点課題に掲げ、運動を推進する。そ

の際、「グローバル」「ネットワーク」「人材育成」を生産性運動再起動のキーワードとする。

（１）生産性のハブ・プラットフォームとしての組織体制の構築

生産性に関するハブ・プラットフォーム化に向けて「生産性常任委員会」を発足させ、

産官学の連携体制と生産性研究・提言機能の強化をはかる。また、それぞれの業種や業態

ごとの生産性をめぐる諸課題について知恵、情報、経験を共有する「生産性プラットフォ

ーム」を立ち上げ、マクロとミクロの両軸で生産性改革に取り組む。

（２）社会経済システム改革に向けた合意形成活動の展開

持続可能な社会経済システムを次世代に引き継ぐべく、「社会ビジョン委員会」を立ち

上げ、人材・雇用・地域・社会保障システム等の一体的改革に向けて合意形成活動を促

進する。また、多様な人材が働きがいを持ち、活躍できる社会の実現にむけ、ダイバーシ

ティの推進に取り組む。

（３）日本の人材戦略の再構築と中核人材の育成

  「イノベーション会議」を立ち上げ、優れたベンチャー企業経営者を発掘するととも

に、その活動の環境の整備を促進する。また、「経営アカデミー」等を通じ、次世代経営

者の育成に取り組むとともに、「日本アカデメイア」の活動のもと、次代の公共人材と日

本の将来を担うリーダーを育成支援する。

（４）付加価値増大を軸とした生産性改革と「成長と分配の好循環」の創出

「サービス産業生産性協議会」を軸に、ＧＤＰの７割を占め高い成長余力をもつサー

ビス産業の付加価値生産性向上をはかり、地域の活性化を促す。産官学連携のもと、こ

の取り組みに必要な経営指導を行い得る人材の育成に取り組むとともに、標準的な支援

手法を策定し展開する。

（５）国際連携体制の構築

世界の先進国が一様に生産性の低下に悩んでいる現状を踏まえ、日米欧の経営リーダー

による生産性を軸とした「対話」「交流」「共同研究・調査」の枠組みの構築をめざす。

２０１８年４月１日

（２０１８年３月２２日定時理事会決議）
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Ⅰ．公共政策事業 

１．日本アカデメイア 

共同塾頭 牛尾 治朗 ウシオ電機株式会社代表取締役会長

共同塾頭 茂木友三郎 キッコーマン株式会社取締役名誉会長 取締役会議長

共同塾頭 佐々木 毅 公益財団法人明るい選挙推進協会会長

共同塾頭 神津里季生 日本労働組合総連合会会長

共同塾頭 五神  真 東京大学総長

共同塾頭 田中 愛治 早稲田大学総長

共同塾頭 長谷山 彰 慶應義塾長

日本アカデメイアは、①政治家、官僚と国民各界の知的・人的ネットワークをつなぎ

直し、日本全体の政策形成能力を高め、②日本の将来を担う公共人材を各界が長期的な

視野に立って支え、リーダーシップを涵養することを主たる目的に活動している。 

今年度は、第２期アカデメイア研究会「国家戦略と政策」グループ、「知と思想グル

ープ」を立ち上げ、日本の直面する基本的かつ重要な問題について、各界の垣根を超え

た認識の共有化と問題解決にむけた検討を開始した。

 

２．新しい日本をつくる国民会議（２１世紀臨調） 

２１世紀臨調は、国民各界の有志による政治改革の推進を目的とした提言組織であ

り、合意形成・運動組織である。わが国の政治が、日本社会の将来ビジョンを構想し、

説明責任を果たし、諸改革を実行する能力が国民から厳しく問われている中、日本の立

て直しにむけ活動した。 

第 4 期ジュニア・アカデメイア 幹事集中討論会（東京合宿）
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Ⅱ．生産性改革事業 

１．経営コンサルティング 

（１）経営コンサルティング事業

①総合コンサルティング領域

政府系、メガバンク、地方金融機関との連携を強化するとともに、金融機関以外のフ

ァンドや中小企業再生支援協議会などとも連携し、融資先・投資先である中堅中小企業

の全社的課題解決や企業価値向上支援・企業再生支援に関するコンサルティングを展

開した。 

②人事領域

人事・賃金制度改定や能力開発制度構築のコンサルティング、目標設定訓練、考課者

訓練などを実施した。同一労働同一賃金、女性活躍推進、ワークライフバランス、ダイ

バーシティが経営課題として取り上げられることが増えており、これらをテーマとし

たコンサルティングにも取り組んだ。

【人事・賃金制度コンサルティング】基本構想 
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【能力開発制度コンサルティング】基本体系 

③生産革新、業務改善領域

製造業の現場改善活動支援に加え、サービス業に製造業のノウハウを活用する業務

改善活動を実施した。また、働き方改革の推進にむけ、ホワイトカラーを対象とした業

務改善活動にも取り組んだ。 

【労働生産性向上コンサルティング】課題解決支援フェーズ 

6
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（２）グローバルコンサルティング事業

ベトナムにおける日系企業への生産革新支援コンサルティングや従業員意識調査、

マネジャー層の育成を継続実施した。

（３）経営コンサルタント養成事業

将来の経営コンサルタントや経営幹部人材の育成のための「経営コンサルタント養

成講座」（３ヶ月コース、中小企業診断士コース）を実施した。また３ヶ月コース、中

小企業診断士コース、経営コンサルタント塾の各卒業生に対して、メールマガジンを定

期的に配信し、積極的な情報発信を行って関係を維持するとともに、同卒業生との会合

を実施し、連携強化を図った。 

（４）企業内研修事業

経営コンサルタント養成事業やコンサルティング事業の経験から検証・蓄積された

原理・原則をベースに、企業内研修（経営幹部養成研修、管理者研修、各種マネジメン

トスキル研修など）を実施し、企業の経営課題解決を支援した。

公開セミナーは、コンサルティングや研修を紹介するセミナー（「働き方改革実現セ

ミナー」「ＩｏＴの実践的活用による生産性向上セミナー」「人材育成の実務セミナー」

など）を中心に実施した。

２．サービス産業生産性向上 

（１）サービス産業生産性協議会“ＳＰＲＩＮＧ”

代表幹事 茂木友三郎 キッコーマン株式会社取締役名誉会長 取締役会議長

副代表幹事 橋本 和仁 国立研究開発法人物質・材料研究機構理事長

東京大学政策ビジョン研究センター教授

松井 忠三 株式会社松井オフィス代表取締役社長

株式会社良品計画前会長

サービス産業生産性協議会では、産官学が連携してサービス産業の生産性向上に取

り組むため、後述のような活動を展開している。これらの活動により、会員をはじめと

する協議会に参画いただいた方々に、以下のような機会や支援の提供を推進している。 

○ 有効な知識・知恵の共有や相互に研鑽しあう、業種・業界を超えた人的なネット

ワークづくり

○ベストプラクティスから学び、実践に役立つ経営革新のツール・ノウハウの習得

○ 独自のツールや経営コンサルティングを通じた、業界・企業における経営課題の

具体的な解決
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（２）サービス産業の生産性向上にむけた提言の発表

ＳＰＲＩＮＧの１０周年を機に発表された「サービス価値共創宣言」を実現にむけ

た実践的な取組みを検討するために、２０１７年に政策提言ＰＴと生産性向上戦略Ｐ

Ｔの２つのプロジェクトを設置し活動を行った。生産性向上戦略ＰＴでは、提言「労

働力喪失時代における持続可能な社会経済システム『スマートエコノミー』の実現を

めざして」を２０１８年１１月に発表した。日本経済の本質的な課題は生産年齢人口

の減少にあり、労働力の喪失と需要の縮退が加速する日本は存亡の危機を迎えている

という課題認識のもと、これを回避し、日本を持続可能な国にするためには、労働者

一人当たりの付加価値を高め、その成果を新たなイノベーションや消費に循環させ、

付加価値の増大が連鎖していく社会経済システム『スマートエコノミー（俊敏で、賢

く、性能のよい社会経済システム）』の構築が必要であることを提起した。提言の内

容をふまえ、政策提言ＰＴでは、「生産性経営」のあり方について検討を行っている。 

（３）第２回「日本サービス大賞」の実施

①第２回「日本サービス大賞」の表彰

２０１５年に創設した「優れたサービスをつくりとどけるしくみ」を表彰する日本

で初めての表彰制度「日本サービス大賞」の第２回となる表彰式を実施した。最優秀

賞である「内閣総理大臣賞」をはじめ、サービスに関連する各省大臣賞、ＪＥＴＲＯ

理事長賞、優秀賞の計１８件を、安倍総理や各省大臣臨席のもと表彰した。 

第２回 日本サービス大賞表彰式 

（2018年 6 月 28日） 
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②ベストプラクティスの普及

第２回日本サービス大賞の受賞サービスを、サービスイノベーションにむけたベス

トプラクティス事例として広く産業界で共有することを目的に、受賞組織による報告

会（日本サービス大賞フォーラム）を全国５ヶ所（東京、大阪、札幌、仙台、福岡）

で開催した。当日は、受賞組織のトップ・幹部からの講演のほか、ＳＰＲＩＮＧ幹事

からの特別講演を行った。 

（４）サービス産業生産性向上支援活動

①日本版顧客満足度指数（ＪＣＳＩ）事業

ＪＣＳＩ（Japanese Customer Satisfaction Index）を、異なる事業者や異なるサー

ビス分野間のサービス品質が比較できる顧客満足度指数として開発し、２００９年度

より継続的に結果の公表を行っている。 

２０１８年度は、３６業種・業態、４２２社の満足度を算出し、業界上位の企業名も

含めて発表するとともに、これら顧客満足の構造分析に基づいたデータについては、自

社の経営改善に取り組む多くの企業に活用された。また、「ＪＣＳＩロゴマーク」なら

びに「１位マーク」は、企業広報に活用されている。 

日本サービス大賞フォーラム in東京 

（2018年 11 月 20日） 
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業種・業態別の顧客満足度分布（２０１８年度） 

②フォーラム活動

生産性向上の取組み事例の共有を目的とした双方向型・交流型のフォーラムを、現地

見学会を含めて計６回開催した。 

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

百
貨
店

ス
ー
パ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト

コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア

家
電
量
販
店

生
活
用
品
店
／
ホ
ー
ム
セ
ン
タ
ー

ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア

衣
料
品
店

各
種
専
門
店

自
動
車
販
売
店

通
信
販
売

シ
テ
ィ
ホ
テ
ル

ビ
ジ
ネ
ス
ホ
テ
ル

飲
食

カ
フ
ェ

旅
行

エ
ン
タ
テ
イ
ン
メ
ン
ト

国
際
航
空

国
内
長
距
離
交
通

近
郊
鉄
道

携
帯
電
話

宅
配
便

フ
ィ
ッ
ト
ネ
ス
ク
ラ
ブ

教
育
サ
ー
ビ
ス

銀
行

生
命
保
険

損
害
保
険

証
券

ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド

事
務
機
器

電
力
小
売

ガ
ス
小
売

プ
ロ
野
球
観
戦

映
画
館

Ｍ
Ｖ
Ｎ
Ｏ

銀
行
（
借
入
・
貯
蓄
・
投
資
）

レ
ン
タ
カ
ー
／
カ
ー
シ
ェ
ア

▲武蔵境自動車 視察（東京都武蔵野市 2018年8月7日） ▲恵寿総合病院 視察（石川県七尾市 2019年2月6日） 

高

←

顧
客
満
足
ス
コ
ア

→

低 ー 業種内の顧客満足スコアの幅
－ 業種中央値

10



11 

③中小サービス企業の人材育成事業

中小サービス事業者の次世代経営人材や、地域のサービス産業の活性化を志す人材

に、優良企業や専門家のもとで一定期間修行する事業「平成３０年度『小規模事業者

など人材・支援人材育成事業』（中小サービス業中核人材の育成支援事業）」を、経済

産業省の補助事業として実施した。 

④「業務仕組み化」支援事業

２０１４年度に開発した「業務仕組み化」運用支援ツールを紹介するセミナーを、

２０１８年度は、概要編２回、実践編１回の計３回を開催した。 

また、企業の個別支援へのニーズに対応し、コンサルティングも実施した。 

（５）レジャー白書

全国３２１４サンプルを対象とするインターネット調査によって得られたデータを

もとに国民の余暇活動を分析し、『レジャー白書２０１８』としてとりまとめ刊行した。

「２０１７年のトピックス」欄を設け、将棋やゲーム、音楽鑑賞などの参加実態の特徴

をまとめた。刊行に合わせて、レジャー白書をテキストとした「レジャー白書発表会」

を開催した。情報発信として、スポーツの参加者・非参加者を比較した「レジャー白書

短信第１２号」や、６０～７０代のシニア世代の参加実態をより詳細に分析した「レジ

ャー白書短信第１３号」を発表し、白書の普及活動を行った。 

▲和倉温泉 加賀屋 小田社長講演

（石川県七尾市 2019年 2 月 6日）

▼講演「顧客満足度を上げれば生産性が上がる！

最新の調査研究と実績事例」 

左：学習院大学 宮川教授 

右：トリドールホールディングス 小野氏 

（2019年 2月 8日） 
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３．経営品質 

（１）日本経営品質賞委員会

委員長 福川 伸次 一般財団法人地球産業文化研究所顧問・東洋大学総長

２０１８年度、日本経営品質賞には１７組織（大企業部門：３組織、中小企業部門：

９組織、非営利組織部門：５組織）が申請し、１０組織が表彰された。「日本経営品質

賞」には３組織（大企業部門：１組織、中小企業部門２組織）が、「経営革新推進賞」

には５組織が、「経営革新奨励賞」には２組織が表彰された。２月１４日に表彰セレモ

ニーを実施した。また、２月１４日・１５日、３月８日に、のべ８２９名が参加して開

催した「顧客価値経営フォーラム」においては、受賞組織を中心に経営品質活動に関す

る報告のもと、参加者間での相互学習が行われた。 

国内地域の表彰制度は、関西地域、秋田県、岩手県、栃木県、茨城県、千葉県、埼玉

県、東京都、長野県、新潟県、福井県、三重県、京都府、徳島県、鹿児島県及び会津若

松市の計１６地域で行われている。各地域賞の審査は、日本経営品質賞審査員がサポー

トしている。また、地域の審査員養成研修会実施支援、各地域の表彰制度運営者による

連絡会を東京で開催し、情報共有を図った。 

（２）経営品質協議会

代 表 森田富治郎 第一生命保険株式会社特別顧問 

副代表 泉谷 直木 アサヒグループホールディングス株式会社取締役会長  兼 取締役会議長 

副代表 片野坂真哉 ＡＮＡホールディングス株式会社代表取締役社長 

経営品質協議会は、経営品質の考え方を普及・推進するための会員組織であり、本年

度末時点で会員組織は２００組織である。 

レジャー白書発表会を開催（2018年 8 月 6日）
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また、現在、全国２２地域の経営品質協議会が同じ志で経営品質向上活動を展開して

いる。会員は約１１００組織である。 

２０１８年度、創設した経営デザイン認証は９組織（ランクアップ認証：８組織、ス

タートアップ認証：１組織）が認証され、１２月１４日に認証式が行われた。

会員サービスの一貫として、経営革新を推進する組織を対象に、「会員月例研究会」

を８回実施した。また、経営品質レポート（会員向け広報誌）を１０回発行した。 

広報、普及活動として、より多くの組織から経営品質への理解と活動参加を図るため

に、経営品質説明会、経営品質推進事例セミナー、アセスメント体験ワークショップ、

「経営デザインによる生産性向上プログラム」説明会を開催し、延べ９２名が参加し

た。 

人材育成研修として、基礎編、体験編、実践編の３コースからなる「アセスメントコ

ース」を体系化し提供した。今年度の「アセスメントコース」では、４７２名の参加を

得た。 

経営品質協議会が認定する「セルフアセッサー」は、２０１８年度、新たな取得者が

３６３名、更新・再取得手続き者が１０２１名、昨年の認定者９３５（１昨年１５６１）

名を加えて２３１９名が認定セルフアセッサー（２０１９年４月１日現在）となってい

る。 

各地の経営品質協議会はそれぞれの活動を行っているが、６月に「地域経営品質賞・

協議会連絡会議」を開催し、各地域の活動情報の共有とこれからの活動の方向性の検討

を行った。 

４．自治体マネジメントセンター 

（１）総合計画策定支援事業

パブリック・セクター、特に地方自治体の生産性向上を高めるために、自治体の最

上位の計画である総合計画の策定支援を展開した。また、総合計画を運用する予算、

行政評価、目標管理などのシステム改革の支援を展開した。 

（２）財政分析事業

財政の効率を高めるため、自治体の財政分析（企業会計的決算手法の導入、財政シミ

ュレーション、財政分析研修、固定資産台帳の整備支援など）、セグメント分析などを

行った。 

（３）行政経営品質向上事業

行政のパフォーマンスを高めるため、経営品質向上プログラムの仕組み構築、トッ

プへの啓発、改革推進者の育成、具体的改善活動の支援などを展開した。 

13



14 

５．地方創生人材の育成 

地域の活力向上や地域経済の活性化が重要課題となるなか、自立した創生事業を推

進できる専門人材の育成のための仕組みづくりを進めた。 

その一環として国と連携のもと、ｅラーニングを活用した「地方創生カレッジ」を

開講している。本カレッジでは、観光による地域経営やＳＤＧｓ、働き方改革やソー

シャルビジネスなど、地方創生事業の深化と地域を構成する企業・自治体の経営強化

に資する多様なプログラム１６２講座を提供した。また、地方創生に関心の高い人材

の交流の場として、「連携・交流ひろば」を開設し、その充実を図るとともに、金融

機関や商工会議所による地方創生推進のための対面型講座の開発を進めた。

６．海外技術協力 

（１）アジア地域の知的・人的交流

アジア生産性機構（ＡＰＯ）事業、日ＡＳＥＡＮ統合基金（ＪＡＩＦ）事業を中心に

アジア地域の知的・人的交流の促進を行った。

①ＡＰＯ事業活動への参加

第６０回生産性本部代表者会議（ラオス・ビエンチャン）に、代表者及び随員を派遣

した。さらに日本国内および加盟各国で実施された国際会議、視察団など５つのプロジ

ェクトに計１２名の参加者を派遣し、各プロジェクトにおいて日本の知見を発信する

とともに、日本人参加者が海外における生産性向上の実情を学ぶ機会を提供した。 

②ＡＰＯ加盟国視察団受入れ

日本の食育の普及状況と推進戦略について学ぶことを目的とした「台湾食育に関す

る視察団」を受入れた。日本の地域における地元の食材供給メカニズムを学んだほか、

食育研修を実施している農家を訪問し、自国での食育カリキュラムと活動計画の参考

にするための体験学習を行った。また、日本の生産性運動および政府方針・政策を学ぶ

ことを目的とし、スリランカより行政管理大臣兼治安大臣らの視察団を受入れた。当本

部役員と日本における生産性運動や当本部の取組について協議を行った。加えて加盟

国自主事業として、タイ生産性研究所より経営品質について学ぶ視察団を受入れ、経営

品質賞受賞企業などにおける経営品質向上活動及び経営革新活動を学んだ。 

③ＪＡＩＦミャンマー生産性向上支援

日本政府がＡＳＥＡＮの統合を支援するために拠出したＪＡＩＦの資金を活用し、

ミャンマー産業界の生産性向上を推進する生産性本部設立支援事業の３年目の活動を

実施した。 

日本人専門家２名をミャンマーに派遣し、ミャンマーの生産性向上の指導を担うコ
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ンサルタントの養成、モデル企業への生産性・品質向上のコンサルティング、民間企業

向け及び工業省と国営企業向けに５Ｓ・カイゼン手法を伝える生産性向上セミナー、ま

たコンサルティングの成果共有を中心に生産性・品質向上活動の普及啓発セミナーを

行った。２０１８年度は、１２名のコンサルタントの養成、国営企業を含むモデル企業

７社（製造業）へのコンサルティング、セミナー参加者約３００名に５Ｓ・カイゼン手

法の指導を実施した。さらに、職員専門家を１名派遣し、生産性指標、企業の経営指標

の分析方法の指導を昨年度から継続的に実施した。 

また、ミャンマー生産性本部（ＭＰＣ）の設立と将来的な自立運営を目指し、ＭＰＣ

の母体となるミャンマー商工会議所連合会に対し、組織づくりの支援を行った。ＡＳＥ

ＡＮ地域よりタイ・マレーシア・ベトナムを招聘し、ミャンマー工業省とともに生産性

本部の設立・運営に関する好事例を共有する円卓会議も開催した。 

④ＪＡＩＦエシカル消費ワークショップ事業

ＪＡＩＦ事業として、一般社団法人日本エシカル推進協議会(ＪＥＩ)、消費者庁など

の協力のもと、エシカル消費（倫理的消費）のＡＳＥＡＮ各国への展開・定着を目的に、

ＡＳＥＡＮ加盟１０カ国から２０名が参加する訪日ワークショップを開催した。 

（２）アフリカ地域の知的・人的交流

①アフリカ各国生産性本部などの組織能力強化

経済産業省委託事業「平成３０年度技術協力型・新興国市場開拓事業（制度・事業環

境整備）」では、サブサハラ地域において生産性向上運動を牽引する汎アフリカ生産性

協議会（ＰＡＰＡ）加盟国を対象に、５Ｓ・カイゼンなどの日本的管理技術に係る技術

移転を実施した。これにより、ＰＡＰＡ及び加盟生産性機関の能力向上・組織強化を図

るとともに、将来的に同地域進出日系企業を支えるべき現地サプライヤーなどの人材

育成を行った。具体的には、南アフリカ及びケニアにおいて日系自動車及び住宅設備機

器メーカーを支える現地サプライヤー計５社を、タンザニアにおいては将来日系企業

とも取引が期待される自動車整備会社２社をモデル企業として選定し、それぞれ５Ｓ、

ムダ取りなど、日本的管理技術に焦点をあてたコンサルティング活動・ 技術移転を実

施した。また、南アフリカ、ケニアにおいては日本的管理技術を根付かせるために、経

営者および中間管理職を対象とした「階層別研修」を実施し、さらにモーリシャスでは

製造業関連サービス業の生産性向上モデルのアフリカへの展開を目的とした第三国研

修を実施した。 

また、ＰＡＰＡ及びＰＡＰＡ加盟生産性機関の能力向上・組織強化の観点から、所属

するコンサルタントのさらなる能力向上、キャリア開発支援を目的に日本への受入研

修を実施した。合計２週間に亘る研修の第１週目には、日本的経営管理手法と経営者の

役割についての認識を深めることを目的に、過年度および今年度のモデル企業の経営
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者も招聘した。同研修では、第１週目に企業訪問をはじめとする工場での実習を中心に

実施し、第２週目にコンサルタントのみを対象とした経営管理、財務管理、マーケティ

ングを含む総合的なコンサルティングスキルの習得を図ったうえで、コンサルタント

および経営者それぞれがアクションプランを策定した。 

さらには、２０１８年度は新たな取組みとして、ウガンダ・ルワンダ各国で活動して

いる日本人起業家を対象に、５Ｓ・カイゼンをはじめとする直接的な技術支援の有効性

について調査するための専門家派遣を実施した。具体的には、両国のモデル企業（各１

社）に対する経営管理手法（品質・生産管理、調達など）の技術指導と従業員育成を行

った。 

なお、本事業の成果は、各国で開催されたセミナー、講習会で広く普及されたほか、

階層別研修を公募型研修として実施した。 

②アフリカ各国での生産性向上・品質向上プロジェクトの展開

国際協力機構の委託を受け、アフリカのエチオピア、ケニア、チュニジア、タンザニ

アに対する品質・生産性向上（カイゼン）に関わる技術協力プロジェクトを実施した。

「エチオピア国品質・生産性向上、競争力強化のためのカイゼン実施促進能力向上プ

ロジェクト」では、同国で国家的に「カイゼン」を推進するエチオピアカイゼン機構を

カウンターパート機関に、管理者研修の講師となる人材の育成を行うとともに、企業の

財務データを活用し、コンサルティングの成果を数値的に評価する生産性指標に関わ

る技術移転に取り組んだ。

「ケニア国産業人材育成プロジェクト」では、

カウンターパート機関であるケニアビジネス研

修所において「マネジメントスキル」、「生産・品

質管理」、「経営戦略」、「マーケティング・営業」

「財務管理」、「ビジネスプラン」に関わる講義及

び企業指導を行った。

「チュニジア国品質／生産性向上プロジェク

ト（フェーズ２）」では、カウンターパート機

関であるチュニジア産業・中小企業省傘下の国家品質事業管理ユニット及び機械・電

子産業技術センター、繊維技術センター、化学工業技術センター所属のコンサルタン

トに対し、トヨタ生産方式やＴＱＭ、ＴＰＭなどを中心とする高度なカイゼンに関わ

る技術移転を座学や企業指導を通じて引き続き実施するとともに、１年後のプロジェ

クト終了後を見据えて継続的なコンサルタント育成スキーム及びカイゼンアワードを

中心に提案するなど、カウンターパート機関の組織能力強化を支援した。

「タンザニア品質・生産性向上（カイゼン）による製造業企業強化プロジェクト 

（フェーズ２）」では、カウンターパート機関であるタンザニア・カイゼン・ユニッ

ケニア マーケティング・営業研修 授業風景
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トおよび中小企業開発機構において現地コンサルタント人材の育成、パイロット企業

のカイゼン・コンサルティングを行った。また、アフリカにおけるカイゼンの普及展

開と人材の育成に寄与すべく、前年度から継続してプロジェクト研究「アフリカ地域 

カイゼン支援に係る標準アプローチ策定調査」を実施し、報告書のとりまとめと成果

発表会の開催を行った。 
これら技術協力プロジェクトに加え、国際協力機構の事業としては、生産性向上をテ

ーマとする訪日受入研修を、中央アジア、アフリカ、南米各地域からの研修員を対象に

２コース実施した。 
なお、アフリカにおける今後の事業開発のため、南アフリカのアフリカ連合ＮＥＰＡ

Ｄ（New Partnership for Africa’s Development）計画・調整庁に職員１名を国際協力

機構企画調査員として派遣している。 
 

（３）その他地域における生産性向上事業 

このほか、２０１６年５月の日露首脳会談において、安倍総理大臣がプーチン大統領

に提案した８項目の協力プランのうち、「ロシアの産業多様化・生産性向上」の具体化

にむけた取組みの一環として、「生産性診断及び改善指導事業」を経済産業省・（一社）

ロシアＮＩＳ貿易会委託事業として実施し、ロシア企業２社に対し専門家チームの派

遣を通して、ロシア企業の経営改善・生産性向上を支援した。 
また、国際協力機構の委託を受け、「アルゼンチン国グローバル・カイゼン・ネット

ワーク展開プロジェクト」を実施し、国立工業技術院（ＩＮＴＩ）のサービス提供能力

やコンサルタント能力の強化を行うことにより、アルゼンチン企業の品質改善及び生

産性の向上を図った。その一環として、２０１９年３月にはアルゼンチン生産省、ＩＮ

ＴＩ、産業団体、大学の８機関による連携協力協定が締結され、生産性運動を推進する

プラットフォームを立ち上げた。 
 

７．生産性に関する調査研究 

マクロ・ミクロそれぞれの領域において、生産性に影響を及ぼす社会経済の変化や生

産性向上にむけた諸課題に関する実態を把握し、今後のあり方について研究を行って

いる。生産性改革を推進し、付加価値の増大を軸とした生産性向上による成長と分配の

好循環の実現にむけ、経済、組織、新技術、企業経営など多様な観点から研究に取り組

んだ。また、生産性のハブ・プラットフォームを目指し、報告書の作成、ニュースリリ

ースの発行などにより研究成果の発信と情報提供に努めた。 
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（１）生産性に関する研究

産業別の労働生産性水準についての主要国との比較、顧客満足度と生産性の関係性

についての分析、企業における付加価値の適切な測定についてなどの研究に取り組ん

だ。また、生産性に関する学びの場の提供も行った。

①産業別労働生産性水準の国際比較（２０１８年４月発行）

２０１６年に発表した「日米産業別労働生産性水準比較」について、最新年にアップ

デートするとともに、米国との比較のみだった分析フレームを拡張し、日米独英仏の５

か国比較を行い、日本と各国における産業別の生産性水準の状況を発表した。

②価格と利幅の日米比較（２０１８年４月

発行）

米国との比較において、日本の生産性が、

特に食品製造業や卸小売業、飲食宿泊業に

おいて低い現状を踏まえ、ＧＤＰデフレータ

ーの推移や、日米の付加価値と中間投入の割

合の推移から、日本における製品サービス価

格と利幅の状況を発表した。

③顧客満足度の経済的含意（２０１８年７月発行）

サービス産業生産性協議会（ＳＰＲＩＮＧ）が実施する日本版顧客満足度調査（ＪＣ

ＳＩ）結果のデータと企業の財務情報から得られる生産性に関するデータを統合し、顧

客満足度と生産性との関係性の分析を初めて実施し、一定条件下で顧客満足度と生産

性の間には相関があることを発表した。 

④ＩＴ化、グローバル化と生産性 ～生産性分析の先行研究サーベイ～

（２０１８年９月発行）

日本の労働生産性を米独と同程度の水準に上昇させるには、全要素生産性（ＴＦＰ／

Total Factor Productivity）の水準を向上させることが必要であるという前提に立ち、

今後の日本経済において、技術革新、技術伝播、資源配分改善を通じて、ＴＦＰ向上へ

の寄与が期待される要因について、企業データを使用した実証分析の結果を中心に紹

介した。 
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⑤高付加価値経営にむけた今日的な付加価値概念(ＣＶＡ／Creating Value Added） 
～社会的価値と経済的価値の統合をめざして～

（２０１９年１月発行）

第三者が財務諸表から付加価値を計算できなくなって

いる状況を踏まえ、現状の公開情報をベースとした付加価

値計算のあり方を研究し、企業横断的に労働生産性を測

定・比較を行える枠組みを提起した。併せて、付加価値分

析において、無形資産やリースなどの活用といった今日的

な視点を取り入れることを目的とした検討を行った。

⑥生産性に関する学びの場 ～調査研究と実践事例セミナーの開催～

研究活動で得られた知見の発信の場とし

て、サービス産業生産性協議会との共催で、

「顧客満足度を上げれば生産性が上がる！」

をテーマに、学習院大学経済学部宮川教授

からの報告と企業担当者による実践事例の

説明を行い、参加者とのやり取りも交え、顧

客満足度と生産性との関連性についての学

びを深めた（２０１９年２月開催）。

（２）生産性統計・分析

わが国の生産性の現状及び課題についてデータに基づいた分析を行うため、生産性

に関する各種統計を整備・分析するとともに、統計データやデータベースをホームペー

ジ上で公開した。

①「鉱工業、非製造業の産業別労働生産性統計（月次・四半期の労働生産性上昇率、

労働生産性指数）」（毎月発表）
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②「日本の労働生産性の動向２０１８」（２０１８年１１月発行）

２０１７年度の日本の労働生産性は、時間当たりの名目労働生産性が４，８７０円、

一人当たりの名目労働生産性が８３６万円で、ともに過去最高を更新したことと、各産

業における直近の生産性の動向を発表した。

③「労働生産性の国際比較２０１８」（２０１８年１２月発行）

ОＥＣＤデータに基づく２０１７年の日本の時間当たり労働生産性は、４７．５ド

ル（４，７３３円）でОＥＣＤ加盟３６カ国中２０位、一人当たりの名目労働生産

性は８４,０２７ドルでОＥＣＤ加盟３６カ国中２１位であったことを発表した。その

ほか、製造業の労働生産性の動向についての分析も行った。

④「生産性データベース（ＪＡＭＰ）」（年次発表）

  日本全体や主要産業の労働生産性や全要素生産性の推移を時系列に沿った形で集計

し、「生産性データベース」（ＪＡＭＰ／Japan Main Productivity-indicators database）
として、労働生産性及び全要素生産性に関する各種データを掲載した。 

８．日本インダストリアル・エンジニアリング協会（略称：日本ＩＥ協会） 

  会長 坂本 秀行 日産自動車株式会社取締役副社長 

（１）年次大会

 ＩＥの普及と展開を目的として、「第５９回 全国ＩＥ年次大会」を開催し、日本

ＩＥ協会はじめ各地区協会の会員企業などから、３日間延べ約２，８００名が参加し

た。 

（２）協会誌「ＩＥレビュー」発行

時流にあった特集テーマを設定し、実務に直接役立つ情報誌として年５回発行した。

掲載された論文・事例記事の中から、優秀な文献を「日本ＩＥ文献賞」として、全国 

ＩＥ年次大会で表彰した。 

（３）交流会

 会員相互交流の場として、ＩＥ実践交流会や日本経営工学会との共催で産学連携研

究交流会を開催した。 

（４）教育・人材育成

 年間約１２００名の方々を対象に、ＩＥマインドや５Ｓ活動などの基礎的な講座、

業務分野別、階層別の研修、工場や改善事例を実際の現場で見学・研修する現場研修

会、国家資格である技術士取得のための講座を実施した。 
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 また企業に講師を派遣する出張教育やコンサルティングも行い、ＩＥの普及・展開

を行った。 

（５）設立６０周年記念式典

 日本ＩＥ協会の設立６０周年を記念し、「１０年先を見据えたものづくり現場の目

指す姿」と題したパネルディスカッションを開催した。幹事や運営委員をはじめとし

た協会活動に支援、協力いただいている１１４名が参加した。また、日本ＩＥ協会の

運営・発展、ＩＥ技術の開発・普及に貢献した方々の功労を称え、ＩＥの健全な発展

に寄与することを目的とした日本ＩＥ協会「功労賞」を１０名と１組織に対して授与

した。 

21



22 

Ⅲ．人材育成事業 

１．組織の中核人材の育成 

グローバル化の進展や市場の成熟化によって不確実性が増す中、経営環境変化の新

たな潮流を探るためのセミナーやそれにより生じる経営課題を解決するための経営管

理技術（思考、知識、スキル）を深める人材開発事業を行った。 

（１）経営ビジョン事業

①経営者セミナー・月例会

経営者がビジョンや戦略を構築する上で重要となる、内外の政治・経済・経営に関連

する情報提供と業種を超えた交流の場であるセミナー、月例会事業を展開した（軽井沢

トップ・マネジメント・セミナー、トップ・エグゼクティブ朝食会、経済情勢懇話会な

ど）。

②次世代経営者育成

現役の経営幹部を対象に、日本を代表する経営者や各界の第一人者の生き様に触れ

てもらうことにより経営の実践知を涵養してもらう事業を実施した（アート オブ マ
ネジメント プログラム）。

また、グローバル競争を勝ち抜くことができる次世代経営者を体系的に育成する事

業を実施した（チャレンジリーダーシップ・プログラム、グローバルトップセミナー）。 

（２）人材開発事業

社会性と経済性の調和を図りながら、主体性をもって経営課題の解決にあたること

ができる「人づくり」、そのための「仕組みづくり」を企業セクターに展開した。

①企業内教育

公開研修プログラムやテーマ別プログラムを個別企業独自のプログラムにアレンジ

したオリジナル教育を実施した（次世代経営幹部教育、管理者教育、中堅若手社員教育、

新入社員教育、企業倫理教育、ロジカルスキル教育、コミュニケーションスキル教育、

営業教育など）。

②公開研修プログラム

中堅企業の人材を中心とした階層別、スキル別の公開型セミナーを実施した（取締

役・執行役員コース、上級管理者コース、マネジメントディスカバリー、管理者基礎コ

ース、職場リーダー基礎コース、中堅社員自己活性化コース、若手社員コース、新入社
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員コースなど）。

③テーマ別セミナー

人事領域、コミュニケーション領域を中心に最新の情報提供と担当者の育成を推進

した（人事部長クラブ、ロジカルスキルセミナー、ビジネスコミュニケーションスキ

ルセミナーなど）。

２．経営アカデミー 

名誉学長 野中郁次郎 一橋大学名誉教授 

学  長 榊原 清則 中央大学大学院教授

経営アカデミーは、経営革新を実践できる「組織の中核的人材」の育成を通じて産業

界の発展を支援し貢献していくという志のもと、１９６５年に学界の協力を得て、わが

国最初の本格的なビジネススクール（経営大学院）として創設された。

現在、１４０００名を超える修了者（経営アカデミーマスター）が企業のトップ、産

業界のリーダーとして活躍しており、ＯＢ・ＯＧの層の厚さは、他の長期経営人材プロ

グラムを圧倒し、リーディングプログラムとしての役割を果たし続けている。幅広くラ

インナップされた各コースは、学界の最先端理論と企業の実践知がぶつかり合う創発

の場として、生涯役立つ人間力の向上を目指し、構想力、革新力、実践力を兼ね備えた

人材を輩出するとともに、組織や業界の枠を超えた人的ネットワーク形成の機会を提

供している。
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（１）経営アカデミー・マスターコース

本年度は以下の１０コースを開催した。

トップマネジメント・コース

コース委員長 松本 正義 住友電気工業株式会社取締役会長

コースのねらい 戦略思考に基づいたビジョンを語り、先頭に立って実践でき

るトップリーダーの養成

企業変革実践コース 

コース委員長 冨山 和彦 株式会社経営共創基盤代表取締役ＣＥＯ

コースのねらい 経営トップを支え、企業変革をリードできる人材の養成

経営戦略コース 

コース委員長 小野寺 正 ＫＤＤＩ株式会社相談役

コースのねらい 自社ビジネスのあり方を見直し、次の戦略を深く多面的に考

えるリーダーの養成

技術経営コース 

コース委員長 塚本 建次 昭和電工株式会社特別顧問

コースのねらい “技術”から事業価値を創出できるリーダーの養成

次世代グローバルリーダー総合コース 

コース委員長 志賀 俊之 日産自動車株式会社取締役 

コースのねらい 広い視野と経営基盤力を持って戦略を構想し、行動できる人

材の養成

組織変革とリーダーシップコース 

コース委員長 芳賀 義雄 日本製紙株式会社代表取締役会長

コースのねらい 人・組織・戦略の視点で組織変革を推進できるリーダーの養

成

マーケティング戦略コース

コース委員長 林野 宏 株式会社クレディセゾン代表取締役社長 

コースのねらい 先見性・革新性・戦略性で成熟市場を打ち破るマーケターの

養成
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生産革新マネジメントコース 

コース委員長 釡 和明 株式会社ＩＨＩ相談役

コースのねらい 経営と現場の視点で、「強い工場」をつくる人材の養成

人事革新コース 

コース委員長 數土 文夫 ＪＦＥホールディングス株式会社特別顧問

コースのねらい 人材マネジメントに革新を起こし、世界で競争力のある強い

組織作りをリードする戦略的人事リーダーの養成

経営財務コース 

コース委員長 西尾 進路 ＪＸＴＧホールディングス株式会社名誉顧問

コースのねらい 企業価値の向上をリードする、将来のＣＦＯの養成

（２）短期コース

①マネジメント・ケイパビリティコース

３ヶ月間の「マネジメント・ケイパビリティコース」を開催した。

マネジメント・ケイパビリティ養成コース

対象・日程 若手・課長クラス対象、３ヶ月、年間４期開催（うち大阪開

催１期） 

コースのねらい 自己の事業観や思考プロセスを内省し、組織のコア人材とし

てのさらなる成長を図る

マネジメント・ケイパビリティ部長コース

対象・日程 部長クラス対象、３ヶ月、年間３期開催

コースのねらい 部門の責任者に求められる意思決定のあり方、リスクマネジ

メントの考え方を学び、部門経営に必要な知識を身につける

マネジメント・ケイパビリティ役員コース

対象・日程 取締役・執行役員クラス対象、３ヶ月、年間１期開催

コースのねらい 全社的見地からの意思決定のポイントを学び、トップリーダ

ーに求められる視野と視点について習得する

②イノベーション・デザインコース

人間活動がもたらす様々な課題を長期的かつグローバルな視点で議論し、「善い目的」

を事業として実践するイノベーターを養成するためのコースを開催した。
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（中堅・若手リーダーを対象、３ヶ月）

③戦略タスクフォースリーダー養成プログラム

東京大学と共催で、ビッグデータ・ＩｏＴ・人工知能の活用、および新事業開発やビ

ジネスモデル変革などの経営戦略を担う組織横断型戦略タスクフォースの実践リーダ

ー養成のプログラムを実施した（新規事業開発、技術開発リーダーなどを対象、５ヶ

月）。 

④技術経営研究事業

日本の技術を活かし、グローバル競争の中で優位性を維持し、経営成果に結びつけて

いくための議論、交流を行った。本年度は「戦略的Ｒ＆Ｄマネジメント研究会」「研究

開発マネジャーコース」を開催した。

（３）企業内アカデミー

日本を代表する講師陣との長年にわたる幅広いネットワークを活かし、企業の経営

幹部および次世代の経営を担う人材育成の教育研修ニーズに対応する「企業内アカデ

ミー」を企画・運営した。各コースで実施している内容をベースに個別企業の教育ニー

ズに合わせたオーダーメイドプログラムを実施した。

（４）生産性研究助成

本制度は、経営アカデミー創設２５年を記念して、学界の発展と生産性に関する研究

を支援するため、１９９０年に設置したものである。広く経営、労働、生産性などに関

する領域を研究する個人またはグループを対象に、昨年度までに８５件の研究助成を

行っている。今年度は下記３件の研究への助成を決定した。

＜２０１８年度の助成実績＞ 

テーマ 「日韓の中途社員の主体的行動が離職意図に及ぼす逆説的効果」

～職場内排斥認識の媒介効果と転職先との交換関係、中途社員の社内ス

テータスの調整効果による２段階調整媒介効果モデルの検証～

研究者 金 善照 立教大学大学院 経営学研究科 博士後期課程

テーマ 「高リスク組織のマネジメントに関する理論的・経験的研究」

研究者 吉野 直人 松山大学 経営学部 准教授

テーマ 「企業経営文化が価値創造と生産性に及ぼす影響の実証的検討：時間外

労働と賃金格差は問題か？」

研究者 ADUBA, Joseph-Junior 立命館大学 経済学研究科 博士後期課程 
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＜選考委員＞ 

木谷 宏 県立広島大学大学院教授 

河野 宏和 慶應義塾大学大学院教授 

榊原 清則 中央大学大学院教授・経営アカデミー学長 

藤村 博之 法政大学大学院教授 

南 知惠子 神戸大学大学院教授 

米山 茂美 学習院大学教授 

前田 和敬 公益財団法人 日本生産性本部理事長 

３．グローバル人材育成 

（１）調査団・研修団の派遣

企業視察や非営利団体、スタートアップ支援機関の訪問、家庭訪問、現地ビジネスパ

ーソンとの意見交換会、現地高など学校において日本文化の理解促進を目的としたプ

レゼンテーションを実施し、これらの機会を通じてグローバル感覚を涵養すること、先

進的な取り組みや事例を学びこれからのビジネストレンドを理解することの２点を目

的とした「グローバルマネジメント研修」を、米国・欧州にて計２コースを実施した。 

また「行動変革への挑戦」をメインテーマとした洋上研修「生産性の船」を開催した。 

組織の競争力向上にむけ、自らの役割を振り返り、経営革新を担っていく自立型リーダ

ーを育成することを目的に、組織やチームを動かす「個の力」を磨き、リーダーシップ

スキルを獲得するプログラムを通じ参加者相互の経験交流、異業種交流を促進した。

（２）グローバル人材育成

グローバル対応力強化が求められる企業のニーズとシーズに応えるために、これま

でのノウハウと各国の生産性機関・協力機関複数社との協力による受託型（カスタマ

イズ型）海外研修を実施した。テーマは「アジア地域における日系中小企業の進出環

「デザイン」を活用したブランド戦略を学ぶ 

（グローバルマネジメント研修 

「ヨーロッパコース」） 

「行動変革への挑戦」をテーマに 

経験交流、異業種交流 

（洋上研修「生産性の船」）
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境」、「アジア地域における運輸事情」、「欧州地域における金融情勢」、「米

国防犯対策事情」など、多岐に渡った。

 また、サプライチェーンマネジメントに関する教育と資格認定を専門とする世界

最大の団体ＡＳＣＭ（Association for Supply Chain Management）と提携し、サ

プライチェーンマネジメントの国際資格「ＡＰＩＣＳ」の認定事業を展開した。

資格取得者を中心とした交流を促し、「ＡＰＩＣＳ辞書」の日本語版の刊行や相

互研鑽の場を提供した。
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Ⅳ．労使関係・ワークライフ事業 

１．労使関係 

（１）全国労働組合生産性会議（全労生）との連携

議長 野中 孝泰 

全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会中央執行委員長 

本会議は、生産性運動に取り組む労働組合組織(２７産別、約５２０万人)であり、グ

ローバル経済時代における生産性運動の新展開を目指して、働き方、労使関係、成果配

分、労働組合のあり方を中心に調査研究と研究成果の普及活動を進めた。２月には、今

次労使交渉における生産性運動三原則の理解と深化を求めた主張を発表した。 

当本部は本会議との協力関係を維持強化しつつ、生産性運動に関わる今日的な課題

について意見交換を行った。 

（２）関東地方労組生産性会議（関東労生）との連携

議長 大喜多 宏行 日産自動車労働組合中央執行委員長 

本会議は、関東地方の生産性運動に取り組む企業別労組(９４組織)で構成される。労

組が抱える課題についての議論や情報交換を多面的に行い、その一環として、定例研究

会・シンポジウムの開催や労組が抱える政策課題などに関する勉強会を行った。さら

に、次代の組合役員育成のための実務基礎講座などの教育活動を実施した。また、全労

生の討論集会への参加および共同アンケート調査実施など、全労生との交流・連携活動

も行った。 

（３）教育研修・セミナー

①労使関係教育

労使関係機能の見直しや人事労務施策の効果的な展開、労働組合活動の活性化など、

企業や労働組合が抱える問題の解決に資する指導相談事業を展開した。また、事業を通

じて人事労務トップとのネットワークの拡充を図った。 

②社会労働関係セミナー

労使が直面する問題解決に資する情報提供、効果的な人材マネジメントや人材育成

などをテーマとして、労使幹部および実務者を対象にセミナー、懇話会を実施した（春

闘セミナー、労組幹部政策懇話会、ユニオンリーダー養成講座など）。 
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２．ワークライフバランス、ダイバーシティの推進 

（１）ワークライフバランス推進会議

代表幹事 石塚 邦雄 株式会社三越伊勢丹ホールディングス特別顧問 

幹事 相原 康伸 日本労働組合総連合会事務局長 

幹事 河野真理子 株式会社キャリアン代表取締役 

２０１８年５月に「第１０回ワークライフバランス大賞～働く個人を応援する～」の

表彰式を実施し、中長期視点でのキャリア形成や働き方改革をはじめ、個人の様々な活

動によるワークライフバランスの実現を支援する独自性ある創意工夫された取り組み

を行った企業や組織に対し、大賞・優秀賞あわせて７社を表彰した。 

（２）ワーキングウーマン・パワーアップ会議

代表幹事 小林いずみ ＡＮＡホールディングス株式会社社外取締役 

三井物産株式会社社外取締役 

株式会社みずほフィナンシャルグループ社外取締役 

代表幹事 橘･フクシマ･咲江 Ｇ＆Ｓ Global Advisors Inc.代表取締役社長 

代表幹事 芳野 友子 日本労働組合総連合会副会長／ＪＡＭ副会長 

２０１８年６月に「第３回女性活躍パワーアップ大賞」の表彰式を実施し、経営者

や管理職が意識を高く持ち、女性の活躍にむけた中長期的な視点を持つ育成を行うな

ど、持続的な成長に資する取り組みや優れた成果を上げた企業や組織に対し、大賞・

優秀賞・奨励賞あわせて８社を表彰した。 

（３）ダイバーシティの推進

女性社員をはじめ、性別や年齢などに関わらず、多様な人材の活躍を支援する研修プ

ログラム「ダイバーシティ・マネジメント・カレッジ（ＤＭＣ）」を展開し、「無意識の

偏見（アンコンシャス・バイアス）研修」、「女性部下を持つ男性管理職研修」、「女性リ

ーダー インバスケット・ケーススタディ」などの教育研修を行った。 

さらに、地方自治体とのネットワークの強化を図り、地域におけるワークライフバラ

ンス推進のため、地元中小企業に対するコンサルティングの実施などに取り組んだ。

３．キャリア開発 

（１）教育研修・指導相談・人材育成

①キャリア開発支援

企業や労働組合・教育機関を対象とした組織と個人のキャリア形成支援プログラム

の開発、相談指導、教育研修の展開を図った。また、国家資格であるキャリアコンサ
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ルタントの養成事業を東京、及び地方６ヶ所で開催するともに、キャリアコンサルタ

ント有資格者の能力向上や専門性を高める研修や研究会を実施した。

②次世代を担う職業人の育成

次代を担う人材の育成を目指し、新入社員教育の実施や若手社員フォローアップ研

修など若年職業人の教育活動に取り組んだ。また、ホワイトカラーを中心とした職業

人のための専門能力開発や自己啓発を支援する通信教育プログラムであるビジネス・

キャリア事業の推進について全国の生産性機関と連携しながら普及・拡大を図った

（ビジネス・キャリア検定認定講座など）。 

③調査研究・情報発信

１９６９年度から毎年実施している新入社員「働くことの意識」調査を実施した。こ

の種の調査では、本調査はわが国で最も歴史があり、若年者の勤労観に関する時系列比

較などの分析や今日の若者像の探求を行った。

４．雇用・人事・賃金 

（１）雇用システム研究センター

所長 今野浩一郎 学習院大学名誉教授 

①調査研究・情報発信

雇用・賃金システムに関する諸課題について、理論・政策・実務の各側面から調査・

研究と提言・情報発信を行った。特に雇用の多様性、新たな働き方を推進するために

基盤となる人事処遇フレームワークの普及・展開を図った。 

②人事・賃金セミナー

人事・賃金・評価など関連諸制度の整備・改善に参考となる好事例・最新情報を提

供するとともに、「賃金管理士」などの専門家の養成を行った（賃金管理士養成講座、

賃金教室セミナー、人事労務基礎セミナー、人事評価基礎セミナーなど）。 

③人事・賃金指導相談

賃金、人事、評価など雇用処遇に係わる諸システムに関する診断・指導および教育

活動を展開し、整備・改善のための実践的な提案・問題解決（ソリューション）を行

った。「公共部門人事支援センター」「大学人事戦略クラスター」などでは、自治体

など公共部門、大学などの人事制度改革を支援する諸活動を推進した。 
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（２）日本人材マネジメント協会（ＪＳＨＲＭ）との連携

本協会（Japan Society for Human Resource Management:略称ＪＳＨＲＭ）は、我

が国を代表する人材マネジメントに関する専門の会員組織である。人材マネジメント

に関する調査研究や、会員の交流や情報交換、ＨＲプロフェッショナルの育成につい

て情報交換を行った。 
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Ⅴ．ヘルスケア・マネジメント事業 

１．ヘルスケア・マネジメントの推進 

（１）メンタル・ヘルス研究所

当本部が独自に開発したＪＭＩ健康調査（Japan Mental-health Inventory ：心の

健康診断システム）及び、国の標準項目からなる職業性ストレス簡易調査票にＪＭＩ健

康調査の要素を取り込んだ新規開発サーベイ「ＨＰＳ」（Health & Productivity Survey）

を軸に、法改正により義務化されたストレスチェックにおける組織的な対応など、メン

タルヘルス対策の正しい知識の普及、組織改善に資する取り組みの推進を目的として、

以下のとおり事業展開した。

約１万２千人の産業人にＪＭＩ健康調査を行い、受診者には個人結果を送付してセ

ルフケアを促すと同時に、組織には健康な組織づくりのための提案も含む組織分析結

果報告を実施した。 

個人へのフォローとして、希望組織には受診者とその扶養家族を対象に電話相談室

と面接相談室を通じて、メンタルヘルス・サポートを実施した。専門機関とのアライア

ンスにより、全国約１５０ヶ所の相談室を展開している。

組織へのフォローとして、調査結果を活用した管理者に対する組織改善支援のコン

サルティングやメンタルヘルス課題への対応力向上を目的としたラインケア研修、個

人のメンタルヘルス改善に資するセルフケア研修を行った。 

また義務化されたストレスチェック実施後の組織改善の取り組み強化を推奨する

「ストレスチェック分析結果活用セミナー」を公開セミナーとして実施し、あわせて新

規開発サーベイ「ＨＰＳ」の普及活動を行った。 

（２）カウンセリング・マネジメントセンター

カウンセリングマネジメントとは、カウンセリングの持つ機能を日常の職場におけ

るマネジメントに活かし、人材の育成と組織風土の変革を図るスキル体系である。当

センターでは、社員が心身ともに健康な状態で活躍するとともに、組織の活力向上に

むけた支援を展開した。

職場のメンタルケアマネジメントやコミュニケーション向上、パワーハラスメント

に関する教育プログラムの開発から実施まで、公開セミナーおよび個別組織の要望に

対応した社員の教育・研修などを実施した。 
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（３）健康いきいき職場づくりフォーラム

東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野（川上憲人教授）、北里大学一般教育部

人間科学教育センター（島津明人教授）との共同により、「健康いきいき職場づくり」

の理念及び手法の普及・啓発活動を推進し、職場のメンタルヘルスの新しい枠組みの確

立にむけた活動を行った。

①定例セミナー

フォーラム会員へのサービスおよび新規会員募集のために定例セミナーを２回実施

した。セミナーを通じて、健康いきいき職場づくりの事例・取り組み方法、理念など

についての普及・啓発を行った。また、先進的な取り組みを行っている企業を訪問す

る職場訪問会を２回実施した。 

②シンポジウム

人事担当者向けに、企業の健康いきいき職場づくりの取組みを紹介、推奨するシンポ

ジウムを７月２６日に東京大学医学部大講堂にて実施した。また、年間の活動の成果と

して、学び、考え、実践したことを共有する成果発表シンポジウムを１２月１４日に浜

離宮朝日ホール 小ホールにて実施した。 

③研究会の実施

健康いきいき職場づくりを組織内に展開するための方策を講義及びワークショップ

形式で検討するActive Work Place研究会を実施した。 

④研究活動、事業開発

国内外の最新動向のリサーチ、好事例収集、理論研究などの活動を行い、その内容

について、ホームページおよびメールマガジンで発信した。また、組織で働く従業員

個々人のワーク・エンゲイジメントを高めるスマートフォン用アプリケーションを開

発し検証のため、学識者との共同研究を実施している。 

２．健康促進事業の推進 

（１）健康保険組合への業務支援事業

健保業務システムの提供を通じて、医療保険制度の支え手である健康保険組合の業

務と運用を支援し、医療費適正化と事業運営の一層の生産性向上を図る。 

規制改革推進会議・行政手続部会にて、「行政手続コスト削減」が検討されており、

２０２０年４月実施予定にむけ、社会保険の電子申請義務化の対応を行うため、厚生労

働省からのヒアリング、健保連との仕様確認などを行った。 
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（２）ＩＣＴ化推進事業

健保業務システムで培ったノウハウと、レセプト・健診データのビッグデータを利活

用するため、データの「匿名加工ツール」の仕組みを構築し、個人情報保護委員会との

連携、ＪＩＰＤＥＣ（一般財団法人日本情報経済社会推進協会）での有識者検討会の立

ち上げを図り、当ツールの内容評価を行った。この「匿名加工ツール」を活用し、健康

保険組合向けデータ分析事業を推進する。
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Ⅵ．普及・促進事業 

１．産業界とのコミュニケーション 

（１）組織広報活動

当本部では、企業経営者、労働組合幹部、学識者、消費者団体代表者などの国民各界

各層の代表に、評議員、理事･監事、幹事会幹事、委員会委員、賛助会員として様々な

分野での活動に参画いただいている。 

常に変容する社会・経済環境の中で、我が国のあるべき姿を探求しながら、あらため

て社会経済の牽引役となる生産性運動の展開を目指して、産業界をはじめ各界からの

幅広い支援と協力をいただいた。 

組織広報活動として生産性運動に対する力強い支援者でもある賛助会員に対しては、

サービスの質的・量的な充実を図りながら、時代にマッチした価値ある情報の提供に努

めた。 

①普及活動

○生産性運動に対する新たな支援者の拡大

○当本部の諸活動に対するさらなる理解促進

②情報提供

○生産性新聞による情報提供

○生産性出版、生産性映像による情報提供

○各種生産性資料、委員会報告書などの情報提供

○メールマガジンによる定期的な情報提供

○グローバルな各論・課題別の情報提供など、新たな会員サービスの提供

③経営革新への支援

○経営革新情報の提供として会員月例研究会や無料経営相談会などを開催

２．全国生産性機関との連携 

全国１５の生産性機関において、生産性運動を支援する企業、労働組合などの会員

は約１万に及ぶ。各地域の生産性機関と連携を図りながら、サービス産業の生産性向上

活動、経営品質向上事業など、企業・組織の生産性向上や人材育成にむけた事業の全国

展開に取り組んだ。 

また、２０１７年度に引き続き、全国生産性機関の会長が一堂に集まり意見交換を

行う第２回「全国生産性機関 会長懇談会」を開催した。さらに、初めての取り組みと
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して、第１回「生産性県本部 会長懇談会」も開催した。 

３．メディア開発 

（１）様々なメディアを通じた生産性運動の情報発信

①新聞事業

「生産性新聞」は、生産性向上に取り組む企業・労組をはじめ各界の様々な活動を報

道している。 

２０１８年度の取り組みとしては、「生産性と日本経済」「実証研究から考える人事管

理のこれから」「地方創生の課題と展望」「新任役員のための会社法の基本」「第４次産

業革命を生き抜くための生産性向上」「米国のＤＭＯに学ぶ地域観光の活性化」「ＳＤＧ

ｓと企業戦略」「ＨＲテック最前線」「休み方改革を考える」「ビジネス現場での英語力

強化のコツ」「ＩＴ化、グローバル化と生産性」「２０１９年日本経済展望」「スマート

エコノミーの実現をめざして」などの連載に加え、「一言」「生産性を高めるビジネスス

キル」「変革の現場２０１８」などを通じて、今日的な生産性課題について提起した。

また、増刊号として「日本サービス大賞特集号」を発行し、内閣総理大臣賞を受賞した

三菱地所の取り組みを始め、各大臣賞の優れたサービスの仕組みを紹介した。 

②書籍事業

生産性出版では、経営戦略、組織変革、リーダーシップ、サービス産業の生産性向上、

経営品質向上、経営幹部の育成、働き方改革などに関する書籍を刊行している。 

２０１８年度は、以下の新刊３点を刊行した。

○日々の仕事で使えるマナーが身につく、

「また会いたくなる銀行員のアクティブマナー」 武あゆみ・藤原徳子著

○新規チャレンジするときに最低限必要な考え方と手順を具体的に説明する、

「事業を起こす人になるための本」 岩田徹著

○物流の危機克服に積極的に取り組む荷物流業者の取り組みなどを紹介し、物流の

未来にむけた方向性を描く、

「『物流危機』の正体とその未来」 内田明美子・芝田稔子・湯浅和夫著

また、既刊書では生産性出版のロングセラー「リーダーシップ【新装版】」１２刷、

「サービス・マーケティング 第２版」５刷、「ＰＭＯ導入フレームワーク」９刷など

の好評書１３点を増刷した。
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２０１８年度に刊行した書籍

③生産性労働情報センター

２０１８年度の生産性労働情報センターでは、「働き方改革は若者の就業を変えるか」

「労働組合現場執行役員のためのＱ＆Ａ４０」「実践！ストレスマネージメント」など

の新刊書籍７点、「新入社員「働くことの意識」調査報告書」「活用労働統計」「社会保

険ポイント解説」などの報告書・統計関係を５点、「労働生産性の国際比較２０１８」

などの生産性研究レポート４点に加え、広く働くことに関する情報誌である「情報誌ワ

ークライフ」（不定期）、購読会員への毎月の情報提供である「ワークライフインフォメ

ーション」を刊行した。 

また、刊行書籍とタイアップした「ストレスを計画的に解決・解消する 実践! スト

レスマネージメントセミナー」「同一労働同一賃金に対応した賃金制度改定の方法セミ

ナー」「春闘直前！労使交渉と統計活用セミナー」など、出版セミナーを５回開催した。

２０１８年度に刊行した書籍の一部
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④手帳事業

２０１９年版の生産性手帳は１３種・５２点を製作した。

  パーソナル手帳  ニュー・エグゼクティブ手帳
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Ⅶ．新たな公益活動の取り組み 

１．生産性常任委員会 

委員長 福川 伸次 一般財団法人地球産業文化研究所顧問・東洋大学総長 

委 員 宮川  努 学習院大学教授（生産性白書小委員会委員長）

生産性常任委員会は、当本部の常設の委員会として設置し、現下の生産性に関する問

題・課題について討究するとともに、政府および各界の取組みのレビューを行い、マク

ロ・ミクロの両面から生産性に関する発信を担う。

２０１８年９月に本委員会を立ち上げ、生産性を巡る諸課題について、全３回の議論

を行った。２０２０年の６５周年にむけて、作成予定の「生産性白書（仮称）」の企画・

構成について検討した。

２．社会ビジョン委員会 

委員長 増田 寛也 東京大学大学院客員教授 

社会ビジョン委員会は、人口減少・超高齢化、ＩＴの進化、グローバル化の進展を見

据え、これからの日本人の生き方・働き方、社会のあり方を検討し、人材・雇用・地域・

社会保障システムなどの一体的改革にむけた労使の合意形成の基盤をつくることを目

的に設置した。 

２０１８年１１月に本委員会を立ち上げ、課題の共有にむけ、人口減少・高齢化や働

き方の変化、地方の活性化などに係る諸課題について全３回の議論を行った。 
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３．イノベーション会議 

座 長  大田 弘子 政策研究大学院大学教授 

ｺｱﾒﾝﾊﾞｰ 森川 正之 独立行政法人経済産業研究所副所長

ｺｱﾒﾝﾊﾞｰ 柳川 範之 東京大学大学院経済学研究科教授

イノベーション会議は、日本の人材戦略の再構築と中核人材の育成を目的に、２０１

９年度立ち上げにむけてリサーチプロジェクトを展開した。今年度は、大企業における

イノベーション強化のための組織と人材のあり方について検討し、先進的な事例につ

いて発信した。 

具体的には、大企業イノベーションの先進事例などのヒアリングを重ねるとともに、

大企業を対象とした「イノベーションを起こすための工夫に関する企業アンケート」を

実施し発表した（２０１８年１２月）。同調査では、「破壊的イノベーション」を起こす

ために、通常のビジネスとは独立して運営される「出島」と呼ばれるイノベーション拠

点の設置率が、２割程度であることが分かった。さらに、「出島」の１１事例を取材し

取りまとめ、ホームページに掲載した。 
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４．生産性経営者会議（国際連携組織） 

委員長  茂木友三郎 キッコーマン株式会社取締役名誉会長 取締役会議長 

副委員長 大八木成男 帝人株式会社相談役

生産性経営者会議は、当本部における国際連携体制構築の中核組織として、グローバ

ル視点での生産性課題の解決にむけた日米独のトップ経営者による対話、欧米やアジ

ア諸国との国際会議などの交流活動や研究活動に取組む。２０１８年７月に発足し、経

営者、労働組合幹部、学識経験者の３者から計１３名で構成している。 

国際連携の皮切りとして米国コンファレンスボードとの共催により、２０１９年４

月、ニューヨークにて初の国際会議（第１回生産性ビジネスリーダーズ・フォーラム）

の開催にむけて、国内での事前準備会合を開催した。 

研究活動では、コンファレンスボードと連携して「世界経営幹部意識調査」などを実

施し、経営と生産性のグローバルな実態把握に取り組んだ。マクロ研究では、米国ブル

ッキングス研究所と研究協定を締結し、日米欧における生産性比較研究に取り組んで

いる。 

５．生産性シンポジウム 

「生産性」を軸に、経済社会の様々な分野について積極的に問題提起、世論喚起を行

うことを目的に開催した。今年度は、サービス産業の生産性向上をテーマに、２０１８

年１２月に開催した。 
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Ⅷ．法人の運営（評議員会、理事会の開催） 

１．評議員会 

定時評議員会 

日 時：２０１８年６月１９日 

場 所：帝国ホテル東京 

議 事：１．報告事項 

（１）事務所の移転について

（２）葉山研修施設の売却について

（３）日本生産性本部の中期運動目標について

２．議案審議

（１）２０１７年度事業報告および決算について

（２）定款の一部変更について

（３）評議員の選任について

（４）理事の選任について

臨時評議員会（書面表決） 

決議があったものとみなされた日：２０１８年１１月２０日 

議 事：１．議案審議 

監事の選任について 
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２．理事会 

第１回定時理事会 

日 時：２０１８年５月２８日 

場 所：帝国ホテル東京 

議 事：１．報告事項 

運動目標に掲げる活動の現状について 

２．議案審議 

（１）２０１７年度事業報告および決算について

（２）２０１８年度定時評議員会の開催について

３．生産性研究報告

「産業別労働生産性水準の国際比較」 

日本生産性本部 生産性総合研究センター 

上席研究員 木内 康裕 

臨時理事会（書面表決） 

決議があったものとみなされた日：２０１８年６月２０日 

議 事：１．議案審議 

副会長の選定について 

第２回定時理事会 

日 時：２０１８年９月２７日 

場 所：帝国ホテル東京 

議 事：１．報告事項  

活動報告について 

２．決議事項   

２０１８年度臨時評議員会の開催（書面表決）について 

３．意見交換 

「サービス産業の生産性向上のために」 

～サービス産業生産性協議会における「政策提言 PT」「生産性 

向上戦略 PT」での議論を踏まえて～ 

サービス産業生産性協議会幹事（産業戦略研究所代表） 村上 輝康
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第３回定時理事会 

日 時：２０１８年１２月１３日 

場 所：帝国ホテル東京 

議 事：１．報告事項 

中期運動方針に基づく新しい公益活動の状況について 

  ～第１年度の活動の中間報告～

２．意見交換 

２０１９年年頭所感について 

３．その他 

来年度のスケジュールについて 

第４回定時理事会 

日

場

議

時：２０１９年３月１８日 

所：ザ・キャピトルホテル東急 

事：１．議案審議・報告事項 

（１）２０１８年度運動目標に基づく活動の総括と

２０１９年度運動目標について 

（２）２０１９年度事業計画および予算について

３．正副会長年頭会見 

 年頭にあたり、２０１９年１月９日に正副会長年頭会見を開催し、茂木会長より年頭

所感「新時代への決意～持続可能な社会へ～」を発表した。 
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公益財団法人 日本生産性本部 評議員 

2019年 3月 31日現在 

榊原 清則 中央大学大学院 教授 

福川 伸次 

一般財団法人地球産業文化研究所 顧問 

東洋大学 総長 

元通商産業事務次官 

南雲 弘行 公益財団法人国際労働財団 理事長 

八野 正一 ＵＡゼンセン 副会長 

人見 一夫 公益財団法人日中技能者交流センター 顧問 

曽根 泰教 慶應義塾大学 名誉教授 

樋口 美雄 独立行政法人労働政策研究・研修機構 理事長 

石塚 邦雄 株式会社三越伊勢丹ホールディングス 特別顧問 

今野浩一郎 
学習院大学 名誉教授 

学習院さくらアカデミー アカデミー長 

加賀見俊夫 株式会社オリエンタルランド 代表取締役会長兼ＣＥＯ 

西原浩一郎 金属労協 顧問 

松井 忠三 株式会社松井オフィス 代表取締役社長 

宮川 努 学習院大学 教授 

山口 範雄 味の素株式会社 特別顧問 

野田三七生 情報労連 中央執行委員長 

松谷 和重 フード連合 会長

野中 尚人 学習院大学 教授 

河野真理子 株式会社キャリアン 代表取締役 

川本 淳 自治労 中央執行委員長 

泉谷 直木 
アサヒグループホールディングス株式会社

取締役会長 兼 取締役会議長 

大北 隆典 生保労連 中央執行委員長 

関根 愛子 日本公認会計士協会 会長 

平川 純二 ＪＥＣ連合 会長 

谷口 将紀 東京大学 教授 

相原 康伸 連合 事務局長 

増田 光儀 ＪＰ労組 中央執行委員長 

神田 健一 基幹労連 中央執行委員長 

安河内賢弘 ＪＡＭ 会長 
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公益財団法人 日本生産性本部 理事及び監事 

2019年 3月 31日現在 

会長（代表理事） 茂木友三郎 キッコーマン株式会社 取締役名誉会長 取締役会議長

名誉会長 牛尾 治朗 ウシオ電機株式会社 代表取締役会長

副会長 佐々木 毅 公益財団法人明るい選挙推進協会 会長 

副会長 大田 弘子 政策研究大学院大学 教授 

副会長 小島 順彦 三菱商事株式会社 相談役 

副会長 神津里季生 連合 会長 

副会長 有富 慶二 ヤマトホールディングス株式会社 特別顧問

副会長 遠山 敦子 公益財団法人トヨタ財団 理事長 

副会長 野中 孝泰 
全国労働組合生産性会議 議長 

電機連合 中央執行委員長 

副会長 増田 寛也 東京大学大学院 客員教授 

理事長(代表理事) 前田 和敬 公益財団法人日本生産性本部 

常務理事(業務執行理事） 大川 幸弘 公益財団法人日本生産性本部 

理事(業務執行理事） 尾崎 陽二 公益財団法人日本生産性本部 

理事(業務執行理事） 澤田 潤一 公益財団法人日本生産性本部 

理事(業務執行理事） 原 賢一 公益財団法人日本生産性本部 

理事 大橋 洋治 ＡＮＡホールディングス株式会社 相談役 

理事 小島  明 公益社団法人日本経済研究センター 参与 

理事 小野寺 正 ＫＤＤＩ株式会社 相談役 

理事 金丸 恭文 
フューチャー株式会社

代表取締役会長兼社長 グループＣＥＯ 

理事 新浪 剛史 
サントリーホールディングス株式会社

代表取締役社長 

理事 岸本  薫 電力総連 会長 

理事 難波 淳介 運輸労連 中央執行委員長 

理事 松浦 昭彦 ＵＡゼンセン 会長 

理事 大八木成男 帝人株式会社 相談役 

理事 田川 博己 株式会社ＪＴＢ 代表取締役会長 

理事 髙倉  明 自動車総連 会長 

監事 本田 勝彦 日本たばこ産業株式会社 社友 

監事 橋本 俊幸 紙パ連合 中央執行委員長 
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